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商号の変更、並びに基本定款及び附属定款の一部変更に関するお知らせ 
 

新華ホールディングス・リミテッド（以下「当社」といいます。）は、2017年12月14日に開催された

2017年定時株主総会において、特別決議により承認可決されました商号変更に関し、ケイマン諸島の会

社登記所より2017年12月14日付（以下「効力発生日」といいます。）で商号変更が認められた旨の商号変

更証明書を、本日2017年12月22日に受領したことをお知らせいたします。 

 

 上記を受けまして、当社は、当社の商号を「新華ホールディングス・リミテッド」から「ビート・ホ

ールディングス・リミテッド」（注）に正式に商号変更いたします。またこれに伴う基本定款及び附属定

款の一部変更等は、以下のとおりです。 

 

記 

 

1. 新商号 

 ・英語名 ：Beat Holdings Limited 

 ・中国語名 ：貝德控股有限公司 

 ・日本語名 ：ビート・ホールディングス・リミテッド 

   （注）ケイマン諸島において登記されたのは、英語名及び中国語名となります。 

 

2. ケイマン諸島法における新商号の効力発生日 

 ・2017年 12月 14日 

 

3. 定款の一部変更 

 ・当社修正及び書替済み基本定款並びに修正及び書替済み附属定款の変更の内容 

 

  修正及び書替済み基本定款（下線は変更箇所です。）  

変更前 変更後 

１．当社の商号は、新華ホールディ

ングス・リミテッド（新華控股有限

公司）とする。 

１．当社の商号は、ビート・ホー

ルディングス・リミテッド（貝德

控股有限公司）とする。 
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  修正及び書替済み附属定款（下線は変更箇所です。） 

変更前 変更後 

２．(1) 本定款において、文脈上他

の意味に解釈されない限り、以下の

左側に記載される用語は、それぞれ

右側に記載される意味を有するもの

とする。 

２．(1) 本定款において、文脈上他

の意味に解釈されない限り、以下の

左側に記載される用語は、それぞれ

右側に記載される意味を有するもの

とする。 

用語 

「当会社」 

意味 用語 

「当会社」 

意味 

 当会社とは、新華

ホールディング

ス・リミテッド

（新華控股有限公

司）をいう。 

「

当

会

社

」 

当会社とは、ビー

ト・ホールディング

ス・リミテッド（貝

德控股有限公司）を

いう。 

※当社の基本定款及び附属定款は英文で作成されております。上記対照表は、

本決議において提案された定款変更案の内容を参考訳として和文で示したも

のです。 

 

4. その他 

  新商号への変更に伴い、現在当社はホームページのリニューアル作業を行っており、近日中に

 新しいホームページへ移行する予定です。 

 

以上  
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新華ホールディングス・リミテッドについて 

当社、新華ホールディングス・リミテッドは複合的な事業を展開するグループ企業であり、主にシンガ

ポール、中国及びその他のアジアの地域において事業を展開しております。当社は、A2P メッセージン

グ・サービス並びにソフトウェア製品及びサービスを提供しています。また、ウェルネス・サービス、

ヘルスケア・ウェアラブル端末、センサー、メディカル情報、データ分析を提供し、知的財産権及びそ

の他の権利のライセンシング事業も行っております。当社は、東京証券取引所の市場第二部に上場（証

券コード：9399）しており、香港に事業本部を構え、グローバルなネットワークを有しています。 

詳細は、ウェブサイト：http://www.xinhuaholdings.com/jp/home/index.htm をご参照下さい。 

本文書は一般公衆に向けられたプレスリリースであり、当社株式の勧誘を構成するものではなく、いか

なる投資家も本書の情報に依拠して投資判断を行うことはできません。当社株式への投資を判断する投

資家は、有価証券報告書を含む提出書類を確認し、それらに含まれるリスク要因及びその他の情報を熟

慮した上でかかる判断を行う必要があります。本書は多くのリスク及び不確定要素を含むいくつかの将

来に関する記述を含んでいます。多くの要因が当社の実際の結果、業績または当社の属する産業に影響

を与える結果、将来に関する記述で明示または黙示に示される将来の結果及び業績などとは大きく異な

ることがあります。 

 

 

 

 


